	指定種別
居宅介護 ・ 重度訪問介護 ・ 行動援護

設置者名称

事業所名称

平 成 ２３　年　度
指定障害福祉サービス事業者指導提出資料

【居宅介護・重度訪問介護・行動援護事業所用】
 　　　　　　　　　　　〈記入上の注意〉
１．各表の記入にあたっては、特に説明がない限り、平成２２年度の状況を記入すること。
２．該当する事項のないものについては、斜線を引くこと。
３．既存資料を添付する場合は、Ａ４版とすること。
４．指定を受けている事業所ごとに作成すること。
ただし、「居宅介護」と「重度訪問介護」及び「行動援護」を同時に実施している場合は、１つの提出資料により作成すること。
担当者氏名

連絡先
（住　　所）

（電話番号）

５．障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準により各事業所に該当するものを記入すること。

６．本表紙右上の指定種別欄は、該当事業を○で囲むこと。
７．必要に応じて、様式を複写して作成すること。
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事業者の概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１. 設置者
	
	
	
	

	
	 フリガナ
	
	

	
	 設置者名称
	
	

	
	 主たる事業所の所在地
	（郵便番号　　　－　　　　）
　  
長崎県　　　　　　郡・市
	

	
	 法人の種別
	
	 認可年月日及び番号
	   　　 　年　　月　　日
	

	
	 電話番号
	
	 ＦＡＸ番号
	
	

	
	 代表者の職名・氏名
	　職　名

	
	 フリガナ
	
	

	
	
	
	
	 氏　　名
	
	

	
	 代表者の住所
	（郵便番号　　　－　　　　）
　　     
 　　県　　　　　　郡・市
	


　　　
  　２. 指定を受けている事業所
	
	 フリガナ
	
	

	
	 名　称
	
	

	
	 事業所の所在地
	（郵便番号　　　－　　　　）          （電話番号　　　　－　　　－　　　　）

長崎県　　　　　　郡・市　　
	

	
	 事業所指定番号（10桁）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	　指定年月日


	　平成　　年　　月　　日


	利用者現員
Ｈ23.4.1現在
	居宅介護　　　　　　　　　　人
	

	
	
	
	
	
	
	重度訪問介護　　　　　　　　人
	

	
	
	
	
	
	
	行動援護　　　　　　　　　　人
	

	
	　事業の主たる対象とする障害
　の種類を定めた場合には当該
　障害の種類
	
	


　
　　３. 事業所への経路
	
	

	


　　　(注)　１．既存資料の添付に替えてよい。
　　　　　　２．詳細に記入すること。
　　４. 事業所の平面図
	
	
	


　　　(注)１．当該事業所の専用部分と他の事業所等との共用部分がある場合は、それぞれ色分けする等して使用関係を分かり易く表示すること。
　　　　　２．屋内消火栓及び消火器の位置・避難経路・避難器具の設置場所を記入すること。（避難経路は朱書きで記入のこと）
３．既存のパンフレット等の平面図があれば、適宜補正のうえ添付して差し支えない。
 第１  基本方針    
	
	 　事業を行う上での基本的考え方及び具体的な取り組み状況を記載すること。
	

	
	
	


　　　　※「障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準」に記載されている基本方針を参照のこと。

第２  人員に関する基準
1. 従業者等の員数 

	従業者等の種別・員数
	管理者
	サービス提供責任者
	ホームヘルパー
	事務員
	その他の従業者
	合　計

	
	専 従
	兼 務
	専 従
	兼 務
	専 従
	兼 務
	専 従
	兼 務
	専 従
	兼 務
	専 従
	兼 務

	従業者等数
	常 勤（人）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	非 常 勤（人）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	常勤換算後の人数（人）
	
	
	
	
	
	

	基準上の必要人数（人）
	
	
	
	
	
	


（平成２３年４月１日現在）                              
※　サービス提供実績（平成２３年４月分）
	
	居宅介護
	重度訪問介護
	行動援護

	月間延べサービス提供時間（時間）
	
	
	


２. 管理者                                                 　                         ３．サービス提供責任者　　　  

    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２３年４月１日現在）                                                  　　　　　（平成２３年４月１日現在）
	氏　　  名
	
	年　齢
	

	勤務の状況
	専  従  ・  兼  務

	 兼
 務
 の
 状
 況
	同一敷地内    ・    同一敷地外

	
	　兼務する職種（内容）
	

	
	兼務する職種内容との
勤務割合
	管理者業務　　　　　　：　兼務業務　　　　　　

	　就任年月日
	年　　　　月　　　　日

	　職務に関連する資格
	

	　主な職歴
	

	　研修の受講状況等
	

	　管理者に変更があっている場合
（平成２２年度中）、変更届の
提出年月日及び前任者の氏名
　　　　　年　　月　　日
	（変更届の提出年月日）

　　年　　月　　日
	　氏名

	 管理者として通常行っている

業務内容（具体的に記入のこと）
	


	氏　　  名
	
	年　齢
	

	
	
	
	

	勤務の状況
	専　従  ・  兼　務

	  兼務する職種（内容）
	

	　兼務する職種（内容）との勤務
割合
	サービス提供責任者

としての業務　　　　　　　：兼務業務　　　　　

	  就任年月日
	年　　　　月　　　　日

	  サービス提供責任者に

係る資格要件
	　ア　介護福祉士
　イ　介護職員基礎研修を修了した者

　ウ　居宅介護従事者養成研修の１級過程を修了した者

　エ　居宅介護従事者養成研修の２級過程を修了した者

　　　で３年以上の業務従事者


	  サービス提供責任者として

通常行っている業務内容

（具体的に記入のこと）
	


　※兼務する職務内容（記載例）ヘルパーステーション○○サービス管理責任者　　　　　　　　　　　　※サービス提供責任者が２人以上の場合は、本様式を複写して記載すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※兼務する職務内容（記載例）ヘルパーステーション○○管理者
　　　
第３  設備に関する基準
	区　　分
	専用・共用
	室　数
	床面積
	設　備　の　状　況

	相談室
	
	
	
	

	事務室
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）１．該当する欄を記載すること。なお、記載のない区分種別については空欄に記載すること。
            　２．「設備の状況」の欄には、各種サービスに必要な機械器具等を記載すること。                                         
第４　運営に関する基準
　　１. 内容及び手続きの説明　　　　※　平成２２年度の新規申込者を記載すること。
	 (1) 利用申込件数
	居宅介護　　　　　　　　  件
	(2) 契約成立件数
	居宅介護　　　　　　　　 件

	
	重度訪問介護　　　　　　  件
	
	重度訪問介護　　　　　　 件

	
	行動援護　　　　　　　　  件
	
	行動援護　　　　　　　　 件

	 (3) 利用申込者に契約書等を交付し、説明し、同意を得ているか。
	実施している
	実施していない

	説明の方法及び障害の特性に応じた配慮内容
	

	
	

	
	
	

	
	
	


　　２. 提供拒否の禁止
	   利用申込に対する
 　提供拒否件数
	　　　　　　件
	 その理由
 （複数にわたる場合は理由の次に件数を記載）
	


３.連絡調整に対する協力
	利用について市町又は相談支援事業を行う者が行う連絡調整の要請件数
	　　　　　　　　件
	 　うち協力件数
	　　　　　　　　　　件

	   協力の内容
 　（複数にわたる場合は内容の次に件数を記載）
	

	   協力しなかった場合の理由
 　（複数にわたる場合は内容の次に件数を記載）
	


４. サービス提供困難時の対応
	   利用申込者に対し適切なサービスを提供することが困難と認めた件数
	　　　　　　　件
	  うち他の事業者等の紹介その他必要な措置を講じた件数
	　　　　　件

	   サービス提供困難とした理由及び講じた措置内容
 　（複数にわたる場合は内容の次に件数を記載）
	

	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５. 受給資格等の確認

  　　 　　障害者等の状況（平成２２年度）                                                                                             　　　　　　　　　　　　
	№
	指定種別
	障害種別
	氏　　名
	男・女
	年齢
	受給者証の
発行市町名
	障害程度区分
	手帳等級等
	　サービス
　開始年月日
	　サービス
　終了年月日
	他に受けているサービスの内容

	１
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	17
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	18
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	19
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	20
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


      （注）　１．平成２２年度にサービス提供を受けた障害者等を記入すること。

　　　　　　　２．指定種別の欄は、居宅介護・重度訪問介護・行動援護の順番に記載すること。

　　　　　　　３．「サービス開始年月日」欄は、更新年月日ではなく当初のサービス開始年月日を記載すること。
   　　　　　 
 　６. 介護給付費の支給の申請に係る援助
	 (1) 支給決定を受けていない者から利用の申込があった件数
	　　　　　　件
	 うち申込者の意向を踏まえて速やかに介護給付費支給申請に必要な援助を行った件数
	　　　　件
	

	援助内容
 　（複数にわたる場合は内容の次に件数を記載）
	
	

	 (2) 支給決定に通常要すべき標準的な期間を考慮し、支給決定の有効期間の終了に伴う介護給付費の支給申請の援助を行った件数
	　　　　件

	   援助内容
 　（複数にわたる場合は内容の次に件数を記載）
	


  　７. 心身の状況等の把握
	 利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療

サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握方法
	

	  フェイスシート（利用者台帳）の整備の有無
	　　有　　　無


　 ８. 指定障害福祉サービス事業者等との連携等
	(1) 市町、他の指定障害福祉サービス事業者等、その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との連携内容

	

	(2) サービスの終了に際し、利用者又はその家族に対する援助内容及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との連携内容

	


　　
９. 支給決定障害者等に求めることができる金銭の支払の範囲等
	  (1) 直接利用者の便益を向上させるため、当該利用者に対して金銭の支払を求めているものがあるか｡
	有
	無

	 　　　求めることがある場合、その内容
	

	  (2) 求めることがある場合、金銭の使途及び額並びに金銭の支払を求める理由について記載した書面があり、利用者に対し説明を行い
その同意を得ているか。

	行っている
	行っていない


　１０．利用者負担額等の受領
	  (1) 指定居宅介護に係る利用者負担額の支払いを受けているか。
	　　受けている
	　　受けていない

	 　　　受けていない場合はその理由
	

	 (2) 通常の事業の実施地域以外の地域において、サービスの提供を行う場合、それに要する交通費の支払いを受けているか。
	受けている
	受けていない

	 (3) (1) (2)について、利用者に対し説明を行い、その同意を得ているか。
	得ている
	得ていない

	(4) (1) (2)について、領収証を利用者に対し交付しているか。

	交付している
	交付していない

	　　　受けている場合は、領収証を交付しているか。
	交付している
	交付していない


１１. 居宅介護計画の作成等
	 (1) サービス提供責任者は居宅介護計画を作成しているか。
	作成している
	作成していない

	(2) 居宅介護計画の実施状況の把握を行い、必要に応じ計画の変更を行っているか。
	行っている
	行っていない

	（3) 居宅介護計画を利用者及びその家族に内容を説明のうえ、交付しているか。
	説明し交付している
	説明し交付していない


  １２. 緊急時等の対応

	サービス提供中に、利用者の病状の急変等により、医療機関への連絡を行う等必要な措置を講じた件数
	　　　　　　　　件

	講じた措置の内容
	


  　１３. 運営規程
	
	運営規程の制定（改定）年月日
	年　　　　月　　　　日


（注）１．最新の制定(改定)年月日を記載すること。
　
１４. 勤務体制の確保等   

　(１) 従業者の給与等の状況　                                                                                                                      （平成２３年４月１日現在）
	
	 職種
	 専従
 兼務
 の別
	 退職
 共済
 加入
 の
 有無
	 氏名
	 性
 別
	 年
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	   資格の種別
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　（注）１　本表は全従業者（管理者、パートタイマー、嘱託医も含む）の状況を記入すること。
　　　　２　「専従、兼務の別」欄は、１事業所（居宅介護・重度訪問介護・行動援護は１事業と見なす）で１職種のみに従事する場合を「専従」とし、それ以外は「兼務」とする。
　　　　３　「本俸」欄は、本俸月額を記入し、級号俸を上段に（　）書すること。
　　　　４　「平成２３年４月分給与支給総額」欄の諸手当の内訳について、記入欄が不足する場合は、給与台帳の写しの添付で可。　　　　　　　　　　　　
        ５　「資格の種別」は現在の業務に関係する資格を記入すること。
(２) 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（平成２３年４月分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	「勤務時間ごと」の区分（注１の記載例を参考に記載すること。）
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 形態
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　（注）１　従業者全員（管理者、登録ヘルパーを含む。）について、平成２３年４月の４週間分の勤務すべき時間数を番号で記載すること。
           （記載例  勤務時間  ①8:30～17:00、②16:30～1:00、③0:30～9:00、④休日）
            ※登録ヘルパー等は、従事時間を記載すること。
　　　　２　職種ごとに下記の勤務形態の区分の順にまとめて記載すること。
              勤務形態の区分  Ａ：常勤で専従  Ｂ：常勤で兼務  Ｃ：常勤以外で専従  Ｄ：常勤以外で兼務
　　　　３　常勤換算が必要な職種は、Ａ～Ｄの「週平均の勤務時間」をすべて足し、常勤の従業者が週に勤務すべき時間数で割って、「常勤換算後の人数」を算出すること｡
　　　　４　算出にあたっては、小数点以下第２位を切り捨てること。
　　　　５　当該事業所に係る組織体制図を添付すること。
        ６  各事業所において使用している勤務割表等により、職種、勤務形態、氏名及び当該業務の勤務時間が確認できる場合は、その書類をもって添付書類として差し支えありません。
　 (３)従業者の研修状況
	
	年 月 日
	研　修　名
	参加職種及び人員
	研　修　内　容

	事
業
所
内
研
修
	
	
	
	

	事
業
所
外
研
修
	
	
	
	

	
	
	
	
	


  　　（注）平成２２年度中に実施（受講）した研修を記入すること。
１５. 衛生管理等
	
	 （１）従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行っているか｡
	行っている
	行っていない
	

	
	   行っている場合、その内容
 （行っていない場合は、その理由）
	
	

	
	 （２）事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めているか。
	努めている
	努めていない
	

	
	   努めている場合、その内容
 （努めていない場合は、その理由）
	
	


 １６. 重要事項の掲示
	   重要事項（運営規程の概要、従業者の勤務体制その他利用申込者のサービスの選択に資する事項）について掲示をしているか。
	掲示している
	掲示していない


１７. 秘密保持等
	（１） 従業者または従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らさないための措置を
 　　　講じているか｡
	    講じている
	  講じていない
	

	   講じている場合、その内容
 （講じていない場合は、その理由）
	
	

	(２) 他の指定障害福祉サービス事業者等に対して、利用者又はその家族に関する情報を提供する際は、あらかじめ文書により当該利用者又はその家族の同意を得ているか。
 　　を得ているか。
	 得ている
	得ていない
	

	   得ている場合、その内容
 （得ていない場合は、その理由）
	
	

	 （３）利用者又はその家族の個人情報等について外部流失しないための必要な措置を講じているか。
	 講じている
	 講じていない
	

	   講じている場合、その内容
 （講じていない場合は、その理由）
	
	


１８. 情報の提供等
	 (1) サービスを利用しようとする者が、適切かつ円滑に利用することができるように、事業者に関する情報の提供を行っているか。
	行っている
	行っていない

	行っている場合、その方法

（行っていない場合は、その理由）
	

	 (2) 事業者に関する広告を行っているか。
	      行っている
	行っていない

	行っている場合、その内容
	


１９. 苦情解決
	
	 (1) 提供したサービスに関する利用者又はその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するための措置状況（苦情受付担当者、苦情解決責任者、第三者委員等の苦情解決の体制）
   　苦情受付担当者職氏名：　職　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　苦情解決責任者職氏名：　職　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　
  　 第三者委員職氏名：①　職　　　　　　　氏名　　　　　　　      　②  職　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　    
　(第三者委員の連絡先は掲示及び重要事項説明書等に明記しているか。： 明記している ・ 明記していない )

	
	

	
	

	
	上記体制以外に措置を講じている場合はその内容

	

	
	(2)  苦情件数
	　　　　　　　件

	 (3) 提供したサービスに関し、障害者自立支援法第１０条第１項及び第４８条第１項の規定により、県又は市町が行う報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは提示の命令又は当該職員からの質問若しくは事業所の設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査、及び利用者又はその家族からの苦情に関して市町が行う調査に協力し、必要な改善を　　行っているか。

	行っている
	　行っていない
	　該当なし
	

	(4) 社会福祉法第８３条に規定する運営適正化委員会が同法第８５条（運営適正化委員会の行う苦情の解決のための相談等）の規定により行う調査又はあっせんに係る協力状況について


	　調査又はあっせんに係る協力内容
	

	


２０. 事故発生時の対応

	(1)　事故発生状況

	死　亡
	負　傷
	交通事故
	法令違反等
	人権侵害等
	災　害
	その他
	計

	 ①　サービスの提供により発生した事故の件数
	
	
	
	
	
	
	
	

	②　①のうち損害賠償を行った件数
	
	
	
	
	
	
	
	

	③　②のうち損害賠償保険により対応した件数
	
	
	
	
	
	
	
	

	④　①のうち県障害福祉課へ報告した件数
	
	
	
	
	
	
	
	


	
	 (2) 利用者等に対するサービスの提供により事故が発生した場合の対応マニュアル等の有無
	 有
	 無


	
	 (3) 損害賠償保険加入の有無
	有
	無


	
	 (4) 事故の再発防止のため必要な措置を講じているか。
	　　　　講じている
	　　　　講じていない
	

	
	　　講じている措置の内容　
	
	


 　２１. 会計の区分
	（1）事業所ごとに経理を区分するとともに、サービスの事業の会計とその他の事業の会計を区分しているか。
	区分している
	区分していない


   　 

 　 ２２. 利用者に対する虐待の防止のための措置

	虐待防止責任者職氏名
	職　名
	
	氏　名
	

	虐待防止の措置の内容
	


２３.　記録の整備
	
	 (1) 従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しているか。
	 整備している
	 整備していない
	


	(2) 次に掲げる記録をその完結の日から５年間備えているか。
	

	 　 ①　居宅介護計画
	備えている
	備えていない
	

	 　 ②　サービス提供の記録
	備えている
	備えていない
	

	  　③　支給決定障害者に関する市町への通知に係る記録
	該当なし
	該当あり
	備えている
	備えていない
	

	　　④　苦情の内容等の記録
	該当なし
	該当あり
	備えている
	備えていない
	

	　　⑤　事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録
	該当なし
	該当あり
	備えている
	備えていない
	


   第５  変更の届出等
	
	 　　指定障害者福祉サービス事業者は、当該指定に係るサービス事業所の名称及び所在地、その他障害者自立支援法施行規則第３４条の２３にいう事項に変更があったとき、又は当該指
 　定障害福祉サービスの事業を廃止、休止、若しくは再開したときは、１０日以内に、その旨を届けているか。
	

	
	 該当あり
	該当なし
	（該当ありの場合は届出の有無）
	有
	無
	

	
	
	
	
	
	
	


第６　介護給付費報酬基準の加算・減算の実施状況（平成２２年度実績）
	
	県 へ の 届 出
	受 領 実 績

	（１）居宅介護

　　　　①　３級ヘルパー等により行われる場合の減算
②　夜間、早朝、深夜加算

　　　　③　利用者負担上限額管理加算
④　初回加算

⑤　緊急時対応加算

⑥　特定事業所加算

⑦　特別地域加算
	―
―

―

―

―
有　　　　　・　　　　　無

―
	有　　　　　・　　　　　無
有　　　　　・　　　　　無

有　　　　　・　　　　　無

有　　　　　・　　　　　無

有　　　　　・　　　　　無

有　　　　　・　　　　　無

有　　　　　・　　　　　無



	（２）重度訪問介護

①　区分６に該当し意思疎通に支障がある者の加算
        ②  区分６に該当する場合の加算
        ③　早朝、夜間、深夜加算
 　　　 ④　移動介護加算
⑤　利用者負担上限額管理加算

⑥　初回加算

⑦　緊急時対応加算

⑧　特定事業所加算

⑨　特別地域加算
	―

―

―

―

―

―

―

有　　　　　・　　　　　無

―
	　　

有　　　　　・　　　　　無

有　　　　　・　　　　　無

有　　　　　・　　　　　無

有　　　　　・　　　　　無

有　　　　　・　　　　　無

有　　　　　・　　　　　無

有　　　　　・　　　　　無

有　　　　　・　　　　　無

有　　　　　・　　　　　無

	（３）行動援護

①　従業者の要件が基準に満たない場合の減算

②　利用者負担上限額管理加算

③　初回加算

④　緊急時対応加算

⑤　特定事業所加算

⑥　特別地域加算
	―

―

―

―

有　　　　　・　　　　　無

―
	有　　　　　・　　　　　無

有　　　　　・　　　　　無

有　　　　　・　　　　　無

有　　　　　・　　　　　無

有　　　　　・　　　　　無

有　　　　　・　　　　　無




第７　前回指導指摘事項の是正・改善状況
	
	 前　回　指　導　指　摘　事　項
	 指　摘　に　対　す　る　回　答
	 回答後の改善状況及び現状等
	

	
	 指導実施日（　年　月　日） 　 文書通知日（　年　月　日）
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


 　（注）前回の実地指導において指摘（口頭指導も含む）された事項について記載すること。
第８　事業所を運営するうえでの国・県に対する要望
	
	 国　　に　　対　　す　　る　　要　　望
	 県　　に　　対　　す　　る　　要　　望
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（添付書類）　用紙サイズ　Ａ４判
　　（１）運営規程
　　（２）当該事業の会計区分状況が分かる資料（平成２２年度）
　　（３）パンフレット（既存のパンフレットがある場合のみ添付）　　〔　有　・　無　〕　　
    　　 （４）重要事項説明書　
    　　 （５）利用者との契約に係る契約書様式
  （６）事故発生時対応マニュアル



















- 1 -

